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令和 4 年度真庭市補正予算(9 月補正)について

令和 4 年度 9 月補正予算については、物価高騰・経済対策事業や脱炭素先行地域事業、

災害復旧関連事業、国等の補助事業採択による事業等について、予算を編成しました。

1 令和 4 年度真庭市一般会計補正予算(第 3 号)

歳入歳出をそれぞれ 3 億 8,068 万 6 千円増額し、歳入歳出総額 333 億 4,222 万 3 千

円を計上しています。これを前年同期の予算額 327 億 2,474 万 1 千円と比較すると、6

億 1,748 万 2 千円、1.9％の増です。

(1) 歳入について

歳入では、国庫支出金 1 億 8,687 万 5 千円、県支出金 6,433 万 4 千円、地方交付

税 2 億 1,738 万円、諸収入 1,050 万円、寄附金 300 万円、分担金及び負担金 175 万

円、繰越金 3 億 9,226 万 8 千円をそれぞれ増額し、市債 4 億 9,542 万 1 千円を減額

しています。

主なものは、国庫支出金では、地域介護・福祉空間整備等交付金 5,625 万 2 千円、

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 4,803 万 5 千円及び地域脱炭素

移行・再エネ推進交付金 4,783 万 7 千円、県支出金では、災害復旧補助金 3,425 万

円及び県地域医療介護総合確保基金事業補助金 933 万 1 千円を増額しています。地

方交付税では、普通地方交付税の交付額決定に伴い、2 億 1,738 万円を増額してい

ます。諸収入では、光ケーブル移転補償金 1,050 万円、寄附金では、企業版ふるさ

と納税寄附金 300 万円、分担金及び負担金では、災害復旧地元分担金 175 万円を増

額しています。

市債では、災害復旧事業債 2,940 万円及び緊急自然災害防止対策事業債 1,510 万

円を増額し、臨時財政対策債の発行可能額決定に伴い 5 億 4,522 万 1 千円を減額し

ています。

また、一般財源として繰越金 3 億 9,226 万 8 千円を増額しています。

(2) 歳出について

歳出の主なものは、総務費では、真庭市独自のデジタル地域通貨運用実証及び物

価高騰・経済対策として、キャッシュレス・市民ポイント推進事業 6,219 万円、マ

イナンバーカードの普及促進経費として、マイナンバーカード申請支援事業 2,100

万 6 千円、脱炭素化を図るための庁舎等ＬＥＤ化事業 1,830 万 4 千円を計上してい

ます。

民生費では、高齢者施設等における防災・減災対策を推進するための施設整備を

支援する地域介護・福祉空間整備等補助金 5,625 万 2 千円、放課後児童クラブにお

ける障がい児受け入れ等の体制を強化する放課後児童健全育成事業 1,805 万 5 千円

を計上しています。
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衛生費では、公共施設の脱炭素化を図るための太陽光発電設備設置事業 2,849 万

4 千円を計上しています。

農林水産業費では、物価高騰・経済対策として、たい肥購入及び散布経費を補助

する農業者団体たい肥利用促進事業補助金 300 万円を計上しています。

土木費では、落合垂水地区の水害対策として、落合垂水地区樋門改修事業 1,202

万 3 千円、久世北町公園整備の基本構想を策定する経費として、久世北町公園あり

方検討事業 1,198 万 5 千円を計上しています。

また、令和 4 年 7 月豪雨により被災した道路や河川、農地等を早期に復旧する経

費として災害復旧費 7,767 万 2 千円を計上しています。

2 令和 4 年度真庭市国民健康保険湯原温泉病院事業会計補正予算(第 1 号)

2 脱炭素化を図るための照明ＬＥＤ化事業として、資本的収入では、企業債 180 万円

及び補助金 368 万 1 千円を増額し、収入総額 1 億 774 万 3 千円を計上しています。

資本的支出では、建設改良費 552 万 2 千円を増額し、支出総額 1 億 5,223 万 5 千円

を計上しています。
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令和4年度9月補正会計別予算集計表

　　　（単位：千円,％）

補正前 9月 補正後 前年度9月

予算額 補正額 予算額 予算額

一　般　会　計 32,961,537 380,686 33,342,223 32,724,741 617,482 1.9

国民健康保険特別会計 5,186,043 0 5,186,043 5,157,229 28,814 0.6

後期高齢者医療特別会計 829,667 0 829,667 763,798 65,869 8.6

介護保険特別会計 6,369,842 0 6,369,842 6,417,372 △ 47,530 △ 0.7

介護保険特別会計
(介護サ－ビス事業勘定)

50,889 0 50,889 51,082 △ 193 △ 0.4

浄化槽事業特別会計 55,390 0 55,390 62,369 △ 6,979 △ 11.2

津黒高原観光事業特別会計 33,547 0 33,547 19,622 13,925 71.0

クリエイト菅谷事業特別会計 20,688 0 20,688 11,293 9,395 83.2

温泉事業特別会計 111,372 0 111,372 121,648 △ 10,276 △ 8.4

特別会計合計 12,657,438 0 12,657,438 12,604,413 53,025 0.4

水道事業会計 2,305,201 0 2,305,201 2,524,247 △ 219,046 △ 8.7

下水道事業会計 3,575,290 0 3,575,290 3,847,821 △ 272,531 △ 7.1

国民健康保険湯原温泉
病院事業会計

1,657,458 5,522 1,662,980 1,737,029 △ 74,049 △ 4.3

公営企業会計合計 7,537,949 5,522 7,543,471 8,109,097 △ 565,626 △ 7.0

合　　　　　　計 53,156,924 386,208 53,543,132 53,438,251 104,881 0.2

会　　計　　名 増減額 増減比
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令和4年度9月補正歳入の状況
（単位：千円,％）

補正前 9月 補正後 前年度9月

予算額 補正額 予算額 予算額

8,196,693 407,518 8,604,211 25.8 7,777,629 826,582 10.6

市税 5,065,736 0 5,065,736 15.2 5,042,031 23,705 0.5

分担金及び負担金 187,247 1,750 188,997 0.6 212,988 △ 23,991 △ 11.3

使用料及び手数料 324,308 0 324,308 1.0 326,639 △ 2,331 △ 0.7

財産収入 187,780 0 187,780 0.6 186,209 1,571 0.8

寄附金 260,944 3,000 263,944 0.8 221,350 42,594 19.2

繰入金 1,554,324 0 1,554,324 4.7 1,062,089 492,235 46.3

繰越金 200,000 392,268 592,268 1.8 200,000 392,268 196.1

諸収入 416,354 10,500 426,854 1.3 526,323 △ 99,469 △ 18.9

24,764,844 △ 26,832 24,738,012 74.2 24,947,112 △ 209,100 △ 0.8

地方譲与税 414,978 0 414,978 1.2 351,246 63,732 18.1

利子割交付金 3,500 0 3,500 0.0 4,600 △ 1,100 △ 23.9

配当割交付金 22,600 0 22,600 0.1 21,100 1,500 7.1
株式等譲渡所得割交付金 32,100 0 32,100 0.1 19,800 12,300 62.1

法人事業税交付金 83,900 0 83,900 0.3 53,500 30,400 56.8

地方消費税交付金 954,400 0 954,400 2.9 953,000 1,400 0.1

ゴルフ場利用税交付金 23,500 0 23,500 0.1 20,200 3,300 16.3

環境性能割交付金 24,000 0 24,000 0.1 28,400 △ 4,400 △ 15.5

地方特例交付金 21,600 0 21,600 0.1 72,234 △ 50,634 △ 70.1

地方交付税 13,679,000 217,380 13,896,380 41.7 13,912,033 △ 15,653 △ 0.1
交通安全対策特別交付金 3,600 0 3,600 0.0 3,800 △ 200 △ 5.3

国庫支出金 3,646,329 186,875 3,833,204 11.5 3,021,684 811,520 26.9

県支出金 1,575,237 64,334 1,639,571 4.9 1,537,624 101,947 6.6

市債 4,280,100 △ 495,421 3,784,679 11.4 4,947,891 △ 1,163,212 △ 23.5

32,961,537 380,686 33,342,223 100.0 32,724,741 617,482 1.9

【一般・特定財源区分】 （単位：千円,％）
補正前 9月 補正後 前年度9月

予算額 補正額 予算額 予算額

22,234,514 64,427 22,298,941 66.9 22,076,426 222,515 1.0

市税 5,065,736 0 5,065,736 15.2 5,042,031 23,705 0.5

地方譲与税 414,978 0 414,978 1.2 351,246 63,732 18.1

利子割交付金 3,500 0 3,500 0.0 4,600 △ 1,100 △ 23.9

配当割交付金 22,600 0 22,600 0.1 21,100 1,500 7.1
株式等譲渡所得割交付金 32,100 0 32,100 0.1 19,800 12,300 62.1

法人事業税交付金 83,900 0 83,900 0.3 53,500 30,400 56.8

地方消費税交付金 954,400 0 954,400 2.9 953,000 1,400 0.1

ゴルフ場利用税交付金 23,500 0 23,500 0.1 20,200 3,300 16.3

環境性能割交付金 24,000 0 24,000 0.1 28,400 △ 4,400 △ 15.5

地方特例交付金 21,600 0 21,600 0.1 72,234 △ 50,634 △ 70.1

地方交付税 13,679,000 217,380 13,896,380 41.7 13,912,033 △ 15,653 △ 0.1
交通安全対策特別交付金 3,600 0 3,600 0.0 3,800 △ 200 △ 5.3
繰入金(財政調整基金･特別会計) 956,600 0 956,600 2.9 631,591 325,009 51.5

繰越金 200,000 392,268 592,268 1.8 200,000 392,268 196.1

市債(臨時財政対策債) 749,000 △ 545,221 203,779 0.6 762,891 △ 559,112 △ 73.3

10,727,023 316,259 11,043,282 33.1 10,648,315 394,967 3.7

分担金及び負担金 187,247 1,750 188,997 0.6 212,988 △ 23,991 △ 11.3

使用料及び手数料 324,308 0 324,308 1.0 326,639 △ 2,331 △ 0.7

財産収入 187,780 0 187,780 0.6 186,209 1,571 0.8

寄附金 260,944 3,000 263,944 0.8 221,350 42,594 19.2

国庫支出金 3,646,329 186,875 3,833,204 11.5 3,021,684 811,520 26.9

県支出金 1,575,237 64,334 1,639,571 4.9 1,537,624 101,947 6.6

繰入金 597,724 0 597,724 1.8 430,498 167,226 38.8

諸収入 416,354 10,500 426,854 1.3 526,323 △ 99,469 △ 18.9

市債 3,531,100 49,800 3,580,900 10.7 4,185,000 △ 604,100 △ 14.4

32,961,537 380,686 33,342,223 100.0 32,724,741 617,482 1.9

【自主・依存財源区分】

自主財源

依存財源

合　　　　　計

一般財源

特定財源

合　　　　　計

区         分 構成比 増減額 増減率

区         分 構成比 増減額 増減率
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令和4年度9月補正歳出の状況
【目的別】 （単位：千円,％）

補正前 9月 補正後 前年度9月

予算額 補正額 予算額 予算額

247,538 0 247,538 0.7 247,977 △ 439 △ 0.2

3,622,463 130,081 3,752,544 11.3 3,630,889 121,655 3.4

7,961,912 83,638 8,045,550 24.1 7,661,833 383,717 5.0

4,481,829 32,175 4,514,004 13.5 4,147,160 366,844 8.8

0 0 0 0.0 0 0 －

1,838,882 13,636 1,852,518 5.6 1,737,173 115,345 6.6

1,348,719 1,573 1,350,292 4.0 1,134,689 215,603 19.0

2,704,389 36,719 2,741,108 8.2 2,720,281 20,827 0.8

1,507,528 0 1,507,528 4.5 1,620,695 △ 113,167 △ 7.0

3,618,415 5,192 3,623,607 10.9 4,354,367 △ 730,760 △ 16.8

43,819 77,672 121,491 0.4 204,046 △ 82,555 △ 40.5

4,528,962 0 4,528,962 13.6 4,272,891 256,071 6.0

757,081 0 757,081 2.3 692,740 64,341 9.3

300,000 0 300,000 0.9 300,000 0 0.0

32,961,537 380,686 33,342,223 100.0 32,724,741 617,482 1.9

（単位：千円,％）
補正前 9月 補正後 前年度9月

予算額 補正額 予算額 予算額

14,528,191 1,910 14,530,101 43.6 14,180,361 349,740 2.5

人件費 6,856,711 1,910 6,858,621 20.6 6,877,717 △ 19,096 △ 0.3

扶助費 3,142,518 0 3,142,518 9.4 3,029,753 112,765 3.7

公債費 4,528,962 0 4,528,962 13.6 4,272,891 256,071 6.0

10,879,584 232,020 11,111,604 33.3 10,021,423 1,090,181 10.9

物件費 5,693,795 98,436 5,792,231 17.4 4,949,608 842,623 17.0

維持補修費 599,005 2,580 601,585 1.8 580,484 21,101 3.6

補助費等 4,586,784 131,004 4,717,788 14.1 4,491,331 226,457 5.0

4,631,214 146,756 4,777,970 14.3 5,678,261 △ 900,291 △ 15.9

普通建設事業費 4,587,395 69,084 4,656,479 14.0 5,474,215 △ 817,736 △ 14.9

災害復旧事業費 43,819 77,672 121,491 0.4 204,046 △ 82,555 △ 40.5

失業対策事業費 0 0 0 0.0 0 0 －

2,922,548 0 2,922,548 8.8 2,844,696 77,852 2.7

投資及び出資金 0 0 0 0.0 2,056 △ 2,056 △ 100.0

積立金 757,073 0 757,073 2.3 692,704 64,369 9.3

貸付金 22,220 0 22,220 0.1 24,260 △ 2,040 △ 8.4

繰出金 1,843,255 0 1,843,255 5.5 1,825,676 17,579 1.0

予備費 300,000 0 300,000 0.9 300,000 0 0.0

32,961,537 380,686 33,342,223 100.0 32,724,741 617,482 1.9

議会費

総務費

民生費

衛生費

労働費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費

災害復旧費

公債費

諸支出金

予備費

合　　　　　計

【性質別】

義務的経費

消費的経費

投資的経費

その他

合　　　　　計

区         分 構成比 増減額 増減率

区         分 構成比 増減額 増減率
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令和4年度9月補正予算主要事業 （単位：千円）

区分 拡充

会計名 一般会計

目的

事業内容

事業の効果

国県支出金 地方債 その他 一般財源

76,021 62,190 138,211 53,762 0 0 8,428 

区分 新規

会計名 一般会計

目的

事業内容

事業の効果

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 3,000 3,000 1,000 0 0 2,000 

総合政策部

総合政策課

・地域内経済循環の強化

・市民利便性の向上

・SDGs・共生社会の推進

・新型コロナウイルスを契機とする「新しい生活様式」への変革

・市内商店での決済や公金収納に利用できる真庭市オリジナルのキャッシュレス・市民

　ポイント運用実証を行う

【真庭市オリジナルのデジタル地域通貨運用実証】

・利用者の早期拡大・地域内経済循環を推進するため、市内商店で真庭市オリジナルの

　デジタル通貨を活用してキャッシュレス決済を行った場合に、利用額の20％分のポイント

　（1人あたり5,000ポイント上限）を付与する

・利用が可能な登録店の拡大を図る

・市民利便性が高く、衛生的な市内決済環境の整備

・SDGs・共生社会等の真庭市が目指す価値観に裏付けられた循環型経済圏の創出

補正額の財源内訳

生活環境部

くらし安全課

・市民生活を支える重要なインフラであるＪＲ姫新線廃線の危機感を市民と共有

・市民共有の財産・地域資源として利用促進を図り、ＪＲ姫新線を存続させる

・路線の存続に向けた、利用促進

　 生活利用の促進　⇒ 市民への危機感共有、利用促進ＰＲ、地域を巻き込んだ賑わい創出　　                        

　 観光利用の促進　⇒ 観光局や沿線自治体、県、ＪＲと連携した一体的な施策を検討

・市民に対する、ＪＲ姫新線廃線の危機感と利用意識の醸成

　 イベント、チラシ、ＳＮＳ等を通じて市民の意識啓発に向けたＰＲを実施

・ＥＶ活用による駅舎からの２次交通確保など

・市民に対するＪＲ姫新線廃線の危機感と利用意識の醸成

・駅舎周辺の地域活性化と魅力の再発見

・ＪＲ姫新線の利用による脱炭素への意識醸成

補正額の財源内訳

1 事業名
【物価高騰・経済対策】

キャッシュレス・市民ポイント推進事業

所属 予算書事業名 キャッシュレス・市民ポイント推進事業

補正前額 補正額 補正後額

2 事業名 ＪＲ利用促進事業

所属 予算書事業名 公共交通対策事業

補正前額 補正額 補正後額

-7-



（単位：千円）

区分 拡充

会計名 一般会計

目的

事業内容

事業の効果

国県支出金 地方債 その他 一般財源

24,124 21,006 45,130 21,006 0 0 0 

区分 拡充

会計名
一般会計

病院事業会計

目的

事業内容

事業の効果

 ①庁舎等ＬＥＤ化事業

補正前額 補正額 補正後額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

10,923 18,304 29,227 12,201 0 0 6,103 

 ②久世エスパスセンター改修事業

補正前額 補正額 補正後額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 5,192 5,192 3,461 0 0 1,731 

 ③湯原温泉病院照明ＬＥＤ化事業

補正前額 補正額 補正後額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 5,522 5,522 3,681 1,800 0 41 

生活環境部

市民課

・市民のマイナンバーカード取得申請等の機会をより身近な場所に拡大することで、市民の

　マイナンバーカード取得率の向上を目指す

・郵便局（21カ所）、ＪＡ（7カ所）、信用金庫、商業施設等（民間事業者に委託）での、

　市民のマイナンバーカード申請を支援

　①申請書の書き方説明→②写真撮影→③印刷→④申請書に写真貼付→⑤市役所に送付

・マイナンバーカード交付率の向上

・ｄＸ推進によって将来の市民生活の利便性が向上

・マイナンバーカードの健康保険証としての利用により、医療機関での自己負担額を軽減等

補正額の財源内訳

・2030年を目標年度に掲げる「森とくらしで循環 ゼロカーボンシティ真庭」を実現するた

　め「地域脱炭素移行・再エネ推進交付金」を活用し、公共施設の脱炭素推進に向けた

　ＬＥＤ化を実施する

・公用、公共施設のＬＥＤ化事業

　①５振興局（北房・落合・勝山・美甘・蒜山）庁舎の照明ＬＥＤ化

　②久世エスパスセンターの照明ＬＥＤ化

　③湯原温泉病院の照明ＬＥＤ化

　　　令和４年度　　：設計業務

　　　令和５年度以降：照明ＬＥＤ化工事（予定）

　補正総額：29,018千円

・ＬＥＤ化事業：二酸化炭素の排出量の低減（約55％減）

・2030年を目標年度に掲げる「森とくらしで循環 ゼロカーボンシティ真庭」の実現

補正額の財源内訳

補正額の財源内訳

補正額の財源内訳

3 事業名 マイナンバーカード申請支援事業

所属 予算書事業名 個人番号カード交付等事務事業費

補正前額 補正額 補正後額

4 事業名
【脱炭素先行地域事業】

公共施設ＬＥＤ化事業

所属

①総務部総務課

②生活環境部スポーツ・文化振興課

③湯原温泉病院

予算書事業名

①庁舎等ＬＥＤ化事業

②文化振興施設改修等事業

③湯原温泉病院照明ＬＥＤ化事業
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（単位：千円）

区分 新規

会計名 一般会計

目的

事業内容

事業の効果

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 28,494 28,494 28,494 0 0 0 

区分 拡充

会計名 一般会計

目的

事業内容

事業の効果

国県支出金 地方債 その他 一般財源

200 3,000 3,200 0 0 0 3,000 

産業観光部

林業・バイオマス産業課

・2030年を目標年度に掲げる「森とくらしで循環 ゼロカーボンシティ真庭」を実現するた

　め「地域脱炭素移行・再エネ推進交付金」を活用し、公共施設における脱炭素推進と災害

　に対するレジリエンスを強化

・公共施設（北房文化センター・真庭中央食育センター）へＰＰＡ事業を活用して太陽光

　発電設備を設置

　※ＰＰＡ事業：施設所有者が提供する屋根等に太陽光発電設備の所有、管理を行う会社が

　　設置した太陽光発電で発電された電力をその施設の電力使用者へ提供する仕組みのこと

・公共施設の二酸化炭素排出量削減（削減見込量：年間約59ｔ）

・災害時のレジリエンス強化

補正額の財源内訳

産業観光部

農業振興課

・土壌診断結果を活用して肥料必要量を把握することにより化学肥料の使用量を削減

・市内産のたい肥等を活用し、低コスト・循環型農業を目指す

・土壌診断、たい肥等利用で、国の肥料価格高騰対策（価格上昇額の約7割を支援）の

　要件に該当

・化学肥料の価格高騰に対応するため、市内産のたい肥等を活用した農業への転換を促す

　土壌診断に対する補助を新設

　　【新設】土壌診断費用　1回当たり10,000円を上限、1人あたり年間3回を上限

　市内産のたい肥等（特殊肥料、普通肥料）購入補助の補助額・対象者を拡充

   　【拡充】たい肥等購入　1/2以内 1,000円/トン　→　2/3以内 2,000円/トン

　　【拡充】農業者団体→認定農業者、認定新規就農者、一定規模以上の農業者も対象へ

　たい肥等の散布経費への補助を新設　　【新設】2/3以内 2,000円/トン

・農地の土壌診断により適正な施肥量が把握でき過剰な化学肥料の使用を抑制

・市内産たい肥等の利用による低コスト農業の実現、肥料自給率の向上、循環型農業の実現

・市内産たい肥の流通の促進により畜産農家を支援

補正額の財源内訳

5 事業名
【脱炭素先行地域事業】

太陽光発電設備設置事業

所属 予算書事業名 太陽光発電設備設置事業

補正前額 補正額 補正後額

6 事業名
【物価高騰・経済対策】

農業者団体たい肥利用促進事業補助金

所属 予算書事業名 農業振興各種補助金

補正前額 補正額 補正後額
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（単位：千円）

区分 拡充

会計名 一般会計

目的

事業内容

事業の効果

国県支出金 地方債 その他 一般財源

798 11,985 12,783 0 0 0 11,985 

区分 新規

会計名 一般会計

目的

事業内容

事業の効果

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 12,023 12,023 0 12,000 0 23 

建設部　

都市住宅課

・久世北町公園及び周辺地域において、「防災」「カーボンニュートラル」「グリーン」

　をキーワードに、施設の老朽化対策や防災公園など、多機能で市民にとってより良い

　公園にするため

・北町公園内及び周辺の公共施設などについて、「真庭市北町公園基本構想・計画」策定

　令和４年度：基本構想・計画策定

　令和５年度：実施設計・詳細設計

・「真庭市北町公園基本構想・計画」を策定し、周辺施設の老朽化対策や防災公園として

　多機能化を図ることで、市民にとってより良い公園とする

補正額の財源内訳

建設部

建設課

・平成30年7月豪雨災害で浸水被害を受けた落合垂水地区において、近年頻発する線状

　降水帯やゲリラ豪雨等による浸水被害を軽減

・落合垂水地内の水害対策として、地域内の河川から備中川への排水ゲートをオートゲート

　に改良

　○ゲート数：2箇所：➀幅2750mm×高さ2500mm

　　　　　　　　　　  ②HP（コンクリートヒューム管）直径1000mm

　・令和４年度　設計　

　・令和５年度　工事（予定）

・浸水被害の軽減（床上浸水区域の解消）

補正額の財源内訳

7 事業名 久世北町公園あり方検討事業

所属 予算書事業名 久世北町公園あり方検討事業

補正前額 補正額 補正後額

8 事業名 落合垂水地区樋門改修事業

所属 予算書事業名 河川施設等改修事業

補正前額 補正額 補正後額
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令和 4年度 9月補正一般会計債務負担行為説明

（単位：千円）

事項 期間 限度額

真庭市久世エスパスセンター指定管理料
令和 5年度～

令和 9年度
413,910

【債務負担行為設定の理由】

指定管理者の指定に伴い、指定期間における指定管理料を設定する必要がある

ため。
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